
新しい総合事業について 
（介護予防・日常生活支援総合事業） 
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この資料は12月20日に貝塚市３部会合同説明会で使用した資料と同じものです。 

1月20日説明会   資料２ 



 
 

【財源構成】 
 

国 25% 
 

都道府県  
 12.5% 
 

市町村  
 12.5% 
 

1号保険料  
 22% 
 

2号保険料  
 28% 

 

 
 

【財源構成】 
 

国 39.0% 
 

都道府県  
 19.5% 
 

市町村   
 19.5% 
 

1号保険料   
 22% 

 

  予防給付 
 （要支援1～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 
○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 
介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 

○地域包括支援センターの運営 
  ・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援 

   業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援1～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
  ・生活支援サービス（配食等） 
  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  

○ 地域包括支援センターの運営 
（左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○ 在宅医療・介護連携推進事業 

○ 認知症施策推進事業 

 （認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等） 

○ 生活支援体制整備事業 
（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

予防給付（要支援1～２） 

充
実 

事業に移行 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

  介護給付 （要介護1～５）  介護給付（要介護1～５） 

＜改正前＞ ＜改正後＞ 介護保険制度 

全市町村で 
実施 

改正前と同様 

※厚生労働省資料を一部改変 

１）新しい総合事業の概要（国資料：事業ベース） 
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訪問介護相当サービス 

（現行相当） 

訪問型サービスA 

（緩和した基準） 

サービス内容 身体介護・生活援助 生活援助 
※指定介護予防訪問介護の対象となるサービスから身体介護を除いたもの 

対象者 要支援１・２、事業対象者 

 
人 

 
員 

 

等 

管理者 常勤・専従1以上  
※支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所等への職務に従事可能 

専従１以上 
※支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所等への職務に従事可能 

訪問介護員等 

 
又は 
 
従事者 

【訪問介護員等】 
常勤換算2.5以上 
【資格要件】 
・介護福祉士 

・初任者研修等修了者 

【従事者】 
必要数 
【資格要件】 
・介護福祉士 
・初任者研修等修了者 

・市長が定める研修受講者 

サービス 
提供責任者  
 
又は  
 
訪問事業 

責任者 

【サービス提供責任者】 
常勤訪問介護員のうち利用者40人に1人以上 
 
【資格要件】 
・介護福祉士 
・実務研修修了者 
・3年以上介護等に従事した初任者研修等修了者 

【訪問事業責任者】 
利用者の数に必要と認められる数 
 
【資格要件】 
・介護福祉士 
・初任者研修等修了者 
・市長が定める研修受講者  
※利用者の数・・・前3月の平均数・新規指定の場合は定員数 

設備 ・事業運営に必要な広さを有する専用区画 

・必要な設備、備品 

・事業運営に必要な広さを有する専用区画 

・必要な設備、備品 

運営 

 

・個別サービス計画の作成 
・同居家族に対するサービスの提供禁止 
・重要事項の概要、運営規定等の説明、同意 
・提供拒否の禁止 
・訪問介護員等の健康状態の管理等（衛生管理等） 
・秘密保持、苦情への対応、事故発生時の対応  

・廃止・休止の届出と便宜の提供         など 

・必要に応じ、個別サービス計画の作成 
・同居家族に対するサービスの提供禁止 
・重要事項の概要、運営規定等の説明、同意 
・提供拒否の禁止 
・従業者の健康状態の管理等（衛生管理等） 
・秘密保持、苦情への対応、事故発生時の対応   

・廃止・休止の届出と便宜の提供       など 

サービス提供者 （総合事業参入意向のある） 

予防訪問介護の指定事業者 
本サービスの指定事業者 

報酬 国基準の１回単価と同じ額 現行相当の約８０％の額 

利用者負担 介護予防給付と同じ（所得に応じ、１割または２割） 

限度額管理 有り 

請求・支払 国保連にて審査・支払 

５）貝塚市における訪問型サービス ※各サービスの併用は原則不可 
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例外的なサービス 原則的なサービス 



５）貝塚市における訪問型サービス 

■ 指定基準・サービス内容等は、現行の介護予防訪問介護と同一です。 

■ 報酬の算定については、予防訪問介護では１ヶ月定額でしたが、基本的には訪問介護と同様に１回単価
での請求を採用します。 
■ ５週ある月は、国が規定する１ヶ月請求の上限である１月包括単位の額（介護予防と同額）を採用します。 
■ 報酬基準額は国が定めた「地域支援事業の実施について」において示されている費用額です。 
■ 平成２９年４月から、総合事業に移行する方の国保連に請求するサービスコードが変更になります。  
                                     【 ６１（予防訪問介護） ⇒ Ａ２（訪問型独自） 】 
■ 総合事業の現行相当を利用されるかたは専門的介護を必要とするごく限られたかたです。 

（１）訪問介護相当サービス（現行相当） 

サービス内容略称 サービスコード 対象者 回数 算定単位 

訪問型独自サービスⅣ Ａ２ ２４１１ 
事業対象者 
要支援１・２ 

週１回程度 
（1月中4回まで） 

１回 ２６６単位 

訪問型独自サービスⅠ Ａ２ １１１１ 
事業対象者 
要支援１・２ 

週1回程度 
（月5週提供する場合など月5回以上） 

１月 １，１６８単位 

訪問型独自サービスⅤ 
 

Ａ２ ２５１１ 
事業対象者 
要支援１・２ 

週２回程度 
（1月中8回まで） 

１回 ２７０単位 

訪問型独自サービスⅡ Ａ２ １２１１ 
事業対象者 
要支援１・２ 

週２回程度 
（月5週提供する場合など月9回以上） 

１月 ２，３３５単位 

訪問型独自サービスⅥ 
 

Ａ２ ２６２１ 
事業対象者 
要支援２ 

週２回を超える程度 
（1月中12回まで） 

１回 ２８５単位 

訪問型独自サービスⅢ Ａ２ １３２１ 
事業対象者 
要支援２ 

週２回を超える程度 
（月5週提供する場合など月13回以上） 

１月 ３，７０４単位 

１単位は10.42円 サービスコードＡ２ 抜粋 

 ※初回加算・処遇改善加算・生活機能向上連携加算・減算等は現行と同一のものが設定されています。 
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総合事業訪問型において例外的なサービス 



５）貝塚市における訪問型サービス 

（２）訪問型サービスＡ（緩和した基準） 

■ 現行の介護予防訪問介護との違いは、「市長が定める研修修了者」によるサービス提供が可能なこと
です。 
■ 報酬の算定については、訪問介護相当サービスと同様に１回単価で行います。 
■ 報酬については訪問介護相当サービスの算定単価の約８０％です。 

■ 訪問介護事業所が併設して行う場合には、介護給付・現行相当の利用者を併せて基準を満たす必要
があります。 
■ 国保連に請求するサービスコードはＡ３です。 

サービス内容略称 サービスコード 対象者 回数 算定単位 

訪問型サービスＡ１回数 
Ａ３ １００１ （１割） 
Ａ３ １０２１ （２割）  

事業対象者 
要支援１・２ 

週１回程度 
（1月中4回まで） 

１回 ２１２単位 

訪問型サービスＡ１月包括 
Ａ３ １００３ （１割） 
Ａ３ １０２３ （２割） 

事業対象者 
要支援１・２ 

週１回程度 
（月5週提供する場合など月5回以上） 

１月 ９３４単位 

訪問型サービスＡ２回数 
 

Ａ３ １００５ （１割） 
Ａ３ １０２５ （２割） 

事業対象者 
要支援１・２ 

週２回程度 
（1月中8回まで） 

１回 ２１６単位 

訪問型サービスＡ２月包括 
Ａ３ １００７ （１割） 
Ａ３ １０２７ （２割） 

事業対象者 
要支援１・２ 

週２回程度 
（月5週を提供する場合など月9回以上） 

１月 １，８６８単位 

訪問型サービスＡ３回数 
Ａ３ １００９ （１割） 
Ａ３ １０２９ （２割） 

事業対象者 
要支援２ 

週２回を超える程度 
（1月中12回まで） 

１回 ２２８単位 

訪問型サービスＡ３月包括 
Ａ３ １０１１ （１割） 
Ａ３ １０３１ （２割） 

事業対象者 
要支援２ 

週２回を超える程度 
（月5週を提供する場合など月13回以上） 

１月 ２，９６３単位 

サービスコードＡ３ 抜粋 １単位は10.42円 

 ※加算は設けませんが、同一建物減算は設けます。 
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負担割合（1割又は2割）によって使用するコードが変わります 

総合事業訪問型において原則的なサービス 



市長が定める一定の研修 

研修の名称 「貝塚市生活援助サービス従事者研修」 

研修実施機関 貝塚市社会福祉協議会 （貝塚市生活支援コーディネーター） 

時間 ２日間 （合計１３時間）程度 

カリキュラム例 ■職務の理解（２時間） 
■老化の理解（１時間） 
■認知症の理解（２時間） 
■介護におけるコミュニケーション技術（１時間） 
■介護における尊厳の保持・介護の基本（３時間） 
■生活支援技術（１時間） 
■地域の支え合いについて（１時間） 

■修了評価と振り返り（１時間） 

参加費用 有料（資料代として500円） 

開催時期 年３回開催 （２月頃・６月頃・１０月頃で検討中）  

第１回開催 ２月５日（日） ２月１２日（日） 

講師 有資格者・貝塚市社会福祉協議会職員・認知症キャラバンメイト等 

その他 申し込みは貝塚市社会福祉協議会へ申し込み書を提出してください。 
詳しくは貝塚市社会福祉協議会又は貝塚市ホームページをご覧ください。 

５）貝塚市における訪問型サービス 
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通所介護相当サービス 

（現行相当） 

通所型サービスA 

（基準緩和） 

サービス内容 機能訓練、レクリエーション、送迎等 体操、レクリエーション、送迎等   （介護予防の為の通所サービス） 

対象者 要支援１・２、事業対象者 

 
人 

 
員 

 

等 

管理者 常勤・専従1以上 
※支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所等への職務に従事可能 

専従１以上（※１介護福祉士・初任者研修等修了者、市長が定める研修受講者） 
※支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所等への職務に従事可能 

※１）指定通所型サービスＡ事業者が指定通所介護事業者、指定地域密着型通所介護事       
業者、指定介護予防通所介護事業者又は通所介護相当サービス事業者の指定を受け, 

通所型サービスＡと一体的に運営している場合は資格要件不要。 

介護職員 
 
又は 
 

従事者 

【資格要件】・なし 
介護職員：利用定員15人まで 
                  専従1以上 
      ：利用定員15人を超える場合 
         利用者1人に専従0.2以上 

【資格要件】・なし 
従事者：利用定員15人まで 
                  専従1以上 
      ：利用定員15人を超える場合 
            利用者1人に必要数 

生活相談員 専従 １以上 ― 

看護職員 専従 １以上 ― 

機能訓練員 １以上 ― 

設備 事業運営に必要な設備、備品等 

３㎡×利用定員 以上   など 

事業運営に必要な設備、備品等 

３㎡×利用定員 以上   など 

運営 

 

・個別サービス計画の作成 
・重要事項の概要、運営規定等の説明、同意 
・提供拒否の禁止 
・従業者の健康状態の管理 
・秘密保持、苦情への対応、事故発生時の対応     

・廃止・休止の届出と便宜のなど 

・必要に応じ、個別サービス計画の作成 
・重要事項概要、の運営規定等の説明、同意 
・提供拒否の禁止 
・従業者の健康状態の管理 
・秘密保持、苦情への対応、事故発生時の対応  

・廃止・休止の届出と便宜の対応          など 

サービス提供者 （総合事業参入意向のある） 

予防訪問介護の指定事業者 
本サービスの指定事業者 

報酬 

 

国基準の1回単価と同じ 現行相当の約８０％ 

 

利用者負担 介護予防給付と同じ（所得に応じ、1割または2割） 

限度額管理 有り 

請求・支払 国保連にて審査・支払 

６）貝塚市における通所型サービス ※各サービスの併用原則不可 
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例外的なサービス 原則的なサービス 



６）貝塚市における通所型サービス 

（１）通所介護相当サービス（現行相当） 

■ 指定基準・サービス内容等は、現行の介護予防通所介護と同一です。 

■ 報酬の算定については、予防通所介護では１ヶ月定額でしたが、基本的には通所介護と同様に１回単価
での請求を採用します。 
■ ５週ある月は、国が規定する１月請求の上限である１月包括単位の額（介護予防と同額）を採用します。 
■ 報酬基準額は国が定めた「地域支援事業の実施について」において示されている費用額です。 
■ 平成２９年４月から、総合事業に移行する方の国保連に請求するサービスコードが変更になります。 
                                【 ６５（予防通所介護） ⇒ Ａ６（通所型独自） 】 
■ 総合事業の現行相当を利用されるかたは専門的介護を必要とするごく限られたかたです。 

サービスコードＡ６ 抜粋 １単位は10.27円 

サービス内容略称 サービスコード 対象者 回数 算定単位 

通所型サービス１回数 Ａ６ １１１３ 
事業対象者 
要支援１ 

週１回程度 
（1月中4回まで） 

１回 ３７８単位 

通所型独自サービス１ Ａ６ １１１１ 
事業対象者 
要支援１ 

週１回程度 
（月5週提供した場合など月5回以上） 

１月 １，６４７単位 

通所型独自サービス２回数 Ａ６ １１２３ 
事業対象者 
要支援２ 

週２回程度 
（1月中8回まで） 
※週1回程度も可能 

１回 ３８９単位 

通所型独自サービス２ Ａ６ １１２１ 
事業対象者 
要支援２ 

週２回程度 
（月5週提供した場合など月9回以上） 

１月 ３，３７７単位 

 ※生活機能向上グループ加算・運動器機能向上加算・栄養改善加算・減算等は現行と同一のものが設定さ
れています。 
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総合事業通所型において例外的なサービス 



６）貝塚市における通所型サービス 

（２）通所型サービスＡ（緩和した基準） 

■ 現行の介護予防通所介護との違いは、生活相談員・看護職員・機能訓練員が不要なことです。 

■ 通所介護事業所が併設して行うには、介護給付・現行相当の利用者を合わせて基準を満たす必要があり
ます。 
■ 報酬の算定については、通所介護相当サービスの算定単価の約８０％です。 

■ サービスの中に送迎は含みますが、入浴や機能訓練等は含みません。入浴や機能訓練等を希望される
場合は別途事業所と個別に調整してください。 
■ 平成２９年４月から、総合事業に移行する方の国保連に請求するサービスコードが変更になります。 
                           【 ６５（予防通所介護） ⇒ Ａ７（通所型独自／定率） 】 

サービスコードＡ７ 抜粋 １単位は10.27円 

サービス内容略称 サービスコード 対象者 回数 時間（1日） 算定単位 

通所型サービスＡ１回数 
Ａ７ １００１ （１割） 

 
Ａ７ １０２１ （２割） 

事業対象者 
要支援１ 

週１回程度 
（1月中4回まで） 

3時間以上 
１回 ３０２単位 

 

通所型サービスＡ１月包括 
Ａ７ １００２ （１割） 

 
Ａ７ １０２２ （２割） 

事業対象者 
要支援１ 

週１回程度 
（月5週提供した場合 
など月5回以上） 

3時間以上 １月 １，３１７単位 

通所型サービスＡ２回数 
Ａ７ １００３ （１割） 

 
Ａ７ １０２３ （２割） 

事業対象者 
要支援２ 

週２回程度 
（1月中8回まで） 
※週1回程度も可能 

3時間以上 
 

１回 ３１１単位 
 

通所型サービスＡ２月包括 
Ａ７ １００４ （１割） 

 
Ａ７ １０２４ （２割） 

事業対象者 
要支援２ 

週２回程度 
（月5週提供した場合 
など月9回以上） 

3時間以上 １月 ２，７０１単位 

※加算は設けませんが、定員超過、人員欠如による減算は設けます。  [但し、定員超過はＨ３０．４から適用] 
9 

負担割合（1割又は2割）によって使用するコードが変わります 

総合事業通所型において原則的なサービス 

※体操、レクリエーション等による介護予防の為の通所型サービス 
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８）ケアマネジメント 

ケアマネジメントの類型 

介護予防支援 ケアマネジメントＡ 
（ 原則的な介護予防ケアマネジメント ） 

内容 
 

 利用者自身が自立支援に向けた目標に向けサービスを利
用するとともに、定期的に利用者の状態を把握し、サービス
調整等を行う 

同左 

流れ 
 

  ⇒アセスメント（課題分析） 
  ⇒ケアプラン原案作成 
  ⇒サービス担当者会議 
  ⇒利用者への説明・同意 
  ⇒ケアプランの確定・交付 
  ⇒サービスの利用開始 
  ⇒モニタリング評価 

同左 

利用 
サービス 

予防給付 
 

訪問型サービス・通所型サービス 
（現行相当・緩和） 

対象者 要支援者 要支援者・事業対象者 

 
報 
 
酬 

開始月 
（内訳） 

７３０単位 
（４３０単位（１月単位）） 
（３００単位（初回加算）） 

 

同左 

2月目以
降 

４３０単位（１月単位） 同左 

請求支払 国保連経由で審査・支払 同左 

サービス
コード 

４６ 4ケタの数字 

委託 可 可 

１単位は10.42円 

予防給付 総合事業 

（大阪国保連独自コード） 


